
43,992 人 第1次
886

-1.2 ％

Ⅰ　-　222 年 国 調 47,026 人 31.1.1 43,704 人 43,460 人 区分

住民基本台帳人口 うち日本人 産 業 構 造
都道府県名 団 体 名

市 町 村 類 型27年国調 22年国調

決 算 状 況
面 積 186.80 k㎡

増減率 -1.1 ％

44,206 人

平 成 30 年 度 人
口

27 年 国 調 44,412 人 区 分

増 減 率 -5.6 ％
30.1.1

歳入の状況( 単位千円・％ ) 区分 平成30年度（千円）

区 分 決 算 額 構成比 経常一般財

人 口 密 度 238 人
第2次

8,737 人

42.6 ％

地 方 交 付 税 種 地
4.3 ％ 4.9 ％

茨城県 北茨城市9,110

平成29年度（千円）

第3次
10,880 人 10,800 人

20,420,088 18,754,141
837,163 1,321,082

43.5 ％

Ⅰ　-　1
人

人 1,028 人 08 2155

構成比

収
支
状
況

歳 入 総 額 21,257,251 20,075,223

53.1 ％ 51.6 ％ 歳 出 総 額

399,229 645,123

-238,025 -163,961

× 積 立 金 201,931 112,500

437,934 675,959
5,771,570 96.9

96.9 99,825

地 方 税 5,956,973 28.0 5,793,396 62.8
歳 入 歳 出 差 引

地 方 譲 与 税 187,193 0.9 187,193 2.0 市町村税の状況( 単位千円･％ ) 指定団体等
の指定状況

翌年度に繰越すべき財源
収入済額 構成比 超過課税分

実 質 収 支
配 当 割 交 付 金 17,856 0.1 17,856 0.2

普 通 税

利 子 割 交 付 金 7,822 0.0 7,822 0.1 区分

8.5 法 定 普 通 税 5,771,570 - -
×

区分 職員数（人） 給料月額（百円）
一人当たり平均

給料月額（百円）

繰 上 償 還 金

株式等譲渡所得割交付金 15,386 0.1 15,386 0.1
旧 工 特地 方 消 費 税 交 付 金 787,070 3.7 787,070

99,825 旧 新 産 × 単 年 度 収 支

1.3 -

積 立 金 取 崩 し 額 584,000 101,000

× 実 質 単 年 度 収 支 -620,094 -152,461
0.5

内
訳

個 人 均 等 割
1,976,551 33.2 -

-
山 振 ×

3,007過 疎 ×

一
般
職
員
等

一 般 職 員 329 989,303

うち消防職員

特 別 地 方 消 費 税 交 付 金 - - - -
旧 産 炭自 動 車 取 得 税 交 付 金 51,787 0.3 51,787

2,667,183 44.8 99,825
ゴ ル フ 場 利 用 税 交 付 金 6,304 0.0 6,304 0.1 低 開 発

市 町 村 民 税

75,860

地 方 特 例 交 付 金 25,588 0.1 25,588 0.3 法 人 均 等 割 110,434 1.8
軽 油 引 取 税 交 付 金 - - - - 所 得 割

地 方 交 付 税 3,592,971 16.9 2,286,286 24.8 法 人 税 割 504,338 8.5 99,825

254,118

近 畿

3,099
特 別 交 付 税 600,615 2.8

3,049震災復興特別交付税 706,070 3.3 - - 軽 自 動 車 税 128,037 2.2 - × うち技能労務職員
- - う ち 純 固 定 資 産 税 2,625,342 44.1

-

13 39,637

首 都 ×普 通 交 付 税 2,286,286 10.8 2,286,286 24.8 固 定 資 産 税 2,641,708 44.3 -
-

( 一 般 財 源 計 ) 10,648,950 50.1 9,178,688 99.4 市町村たばこ税

内
訳

-

82

-
交通安全対策特別交付金 3,432 0.0 3,432 0.0 鉱 産 税 -

334,642 5.6 - 中 部 × 教 育 公 務 員
- -

財政健全化等 × 臨 時 職 員 - - -分 担 金 ・ 負 担 金 80,277 0.4 - - 特別土地保有税 - - -
使 用 料 257,670 1.2 14,730 0.2 法 定 外 普 通 税 -

97.5国 庫 支 出 金 2,507,679 11.8 - -

989,303 3,007
手 数 料 172,333 0.8 - -

目 的 税 185,403 3.1

- - 指 数表 選定 ○ 合 計 329

国 有 提 供 交 付 金 - - - - 一部事務組合加入の状況
（ 特 別 区 財 調 交 付 金 ） - - -

- 財 源 超 過 × ラスパイレス指数

定数 適用開始年月日
一人当たりの平均給料
（報酬）月額（百円）法 定 目 的 税 185,403 3.1 -

1 H8.4.1

財 産 収 入 37,605 0.2 33,157 0.4 事 業 所 税

8,700都 道 府 県 支 出 金 1,132,480 5.3 - -
内
訳

入 湯 税 21,826 0.4
-

議員公務災害 ○ し 尿 処 理 × 市 区 町 村 長-

特別職等

1 H8.4.1 6,510
都 市 計 画 税 163,577 2.7 -

退 職 手 当 ○- - -

× 副 市 区 町 村 長 1 H8.4.1 7,140- - - 非常勤公務災害 ○ ご み 処 理

繰 入 金 2,473,479 11.7 - - 水利地益税等 火 葬 場 × 教 育 長
寄 附 金 149,105 0.7 - -

4,610
諸 収 入 517,020 2.4 19 0.0

- - - 事 務機 共同 × 常 備 消 防

税 務 事 務 ○ 小 学 校

繰 越 金 1,321,082 6.2 - -

うち減収補塡債(特例分) - - - -

× 議 会 副 議 長 1 H8.4.1地 方 債 1,956,139 9.2 - -

法 定 外 目 的 税

H8.4.1

× 議 会 議 長 1 H8.4.1

3,910

合 計 5,956,973 100.0 99,825 × そ の 他 ○

老 人 福 祉 × 中 学 校 × 議 会 議 員 17
旧 法 に よ る 税 - - -

4,130

100.0 9,230,026 100.0 区分 平成30年度（千円）

う ち 臨 時 財 政 対 策 債 646,139 3.0 - - 伝 染 病

平成29年度（千円）

基 準 財 政 収 入 額 5,552,409 5,326,131
性 質 別 歳 出 の 状 況 ( 単 位 千 円 ・ ％ ) 目 的 別 歳 出 の 状 況 ( 単 位 千 円 ・ ％ )

基 準 財 政 需 要 額 7,868,967 7,809,665
区 分

6,793,943
人 件 費 2,702,405 13.2 2,605,593 2,558,909 25.9

議 会 費 201,829 1.0

決算額（Ａ） 構成比

歳 入 合 計 21,257,251

（Ａ）のうち
普通建設事業費

（Ａ）の
充当一般財源等 標 準 税 収 入 額 等 7,084,838

- 201,808
標 準 財 政 規 模 10,017,263

決 算 額 構成比 充当一般財源等 経常経費充当一般財源等 経常収支比率 区分

3,680,293 18.0 1,248,623 1,248,307

9,947,093
う ち 職 員 給 1,810,945 8.9 1,734,939 - -

総 務 費 2,445,727 12.0

- -

実質収支比率 (％ ) 4.4 6.8
公 債 費 1,750,606 8.6 1,698,922 1,698,922 17.2

衛 生 費

12.6
民 生 費 6,169,710 30.2 15,066 3,321,647

168,191 1,734,801
財 政 力 指 数 0.69 0.67

扶 助 費

利 子 121,968 0.6 114,030 114,030 1.2

12.0
内
訳

元利償還金
元 金 1,628,638 8.0 1,584,892 1,584,892 16.0

労 働 費

2,490,354 12.2 602,333 1,847,275
公債費負担比率 (％ ) 12.6

- -

-
（ 義 務 的 経 費 計 ） 8,133,304 39.8 5,553,138 5,506,138 商 工 費 382,858

農 林 水 産 業 費 1,800,550 8.8 1,367,443 501,145
連結実質赤字比率 (％ )

1.9 24,579 343,972
実 質 公 債 費 比 率 ( ％ )

健

全

化

判

断

比

率

実質赤字比率(％) - -
一 時 借 入 金 利 子

物 件 費 2,518,647 12.3 2,099,016 1,630,736 16.5 土 木 費 2,469,135

-
- - - - -

12.1 1,734,509 924,656
将来負担比率(％) 107.5

消 防 費 822,712
105.2

8.7 7.8

財 調 1,965,045 2,347,114
4.0 64,430 758,414

積立金
9.2 780,110 1,262,4881,884,825

維 持 補 修 費 262,005 1.3 205,927 193,819 2.0

1.9 205,677 - - 諸 支 出 費 -

公 債 費 1,750,606

1,782
1,715,916 3,304,764

繰 出 金 2,165,817 10.6 1,893,286

167,833 167,784
うち一部事務組合負担金 10,525 0.1 10,525 10,525 0.1 災 害 復 旧 費

補 助 費 等 1,809,460 8.9 1,226,550 906,024 9.2 教 育 費

1,578,023 16.0

0.0 - 1,782 現在高

1,698,922
地 方 債 現 在 高

減 債

特 定 目 的
8.6 -

1,355,030
投 資 ・ 出 資 金 ・ 貸 付 金 388,190 1.9 380,190 - - 前年度繰上充当金 - -

- - -
債

務

負

担

行

為

額

(

支

出

予

定

額

)

物 件等 購入 1,302,890
- -

保 証 ･ 補 償 -

21,518,406 21,190,905
積 立 金 384,222

4,756,661 12,596,910
そ の 他 1,911,071 1,958,003

投 資 的 経 費 4,758,443 23.3 1,033,126 経 常 経 費 充 当 一 般 財 源 等 計

-
前 年 度 繰 上 充 当 金 - - - - - 歳 出 合 計 20,420,088 100.0

実 質 的 な も の - -
う ち 人 件 費

98.7 95.7

市町村民税 98.8

106.3 ％）
工 業用 水道 85,382 被 保 険 者 数 （ 人 ） 9,810

加入世帯数（世帯） 6,338 728,200 728,200

収 益 事 業 収 入
土地開発基金現在高

- -
経 常 収 支 比 率

下 水 道

会

計

の

状

況

国

民

健

康

保

険

事

業

実 質 収 支 72,225

804,197 再 差 引 収 支

96.2

純固定資産税 98.7

内
訳

普 通 建 設 事 業 費 4,756,661 23.3 1,031,344

95.7

31,379

373,586

98.9 96.2

81,711 0.4 81,711 9,814,740 千円
病 院

公

営

事

業

等

へ

の

繰

出

合 計 3,136,067

95.0

95.9
失 業 対 策 事 業 費 - - - 歳 入 一 般 財 源 等 国民健康保険 509,100 国庫支出金 0.18

上 水 道 64,537
被保険者
１人当り

保険税(料)収入額 95及び臨時財政対策債除く）

そ の 他 1,299,265 保険給付費 326

合 計う ち 単 独 2,031,845

98.5

10.0 879,704
（減収補填債（特例分）

計・
現

年

災 害 復 旧 事 業 費 1,782 0.0 1,782

徴
収
率

う ち 補 助 2,724,816 13.3 151,640 99.4 ％（

歳 出 合 計 20,420,088 100.0 12,596,910 13,434,073 千円 (％)

98.9


